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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上側屋根葺き材および最軒先部の屋根葺き材のそれぞれ軒先側先端部を係止するウォー
ターチャンネルを有する屋根葺き材の固定金物であって、屋根下地材と接する脚部、およ
び傾斜もしくは垂直に構成された段差部を設け、下側屋根葺き材および屋根下地材に同時
に裁置固定する該固定金物の一端に折曲係止片を設け、かつ隣接する屋根葺き材のウォー
ターチャンネルを上から押さえて固定する固定片を該固定金物の固定部の長手方向側方に
設けていることを特徴とする屋根材固定金物。
【請求項２】
　前記固定部に長手方向で複数個の釘穴或いは1個の長穴からなる金物固定穴を設けてい
ることを特徴とする請求項１に記載の屋根材固定金物。
【請求項３】
　該固定金物の長手方向側方にガイド部を設けていることを特徴とする請求項１から２の
いずれかに記載の屋根材固定金物。
【請求項４】
　前記折曲係止片の折れ曲がり始点部分に凹状の切り欠き部を設けていることを特徴とす
る請求項１から３のいずれかに記載の屋根材固定金物。
【請求項５】
　前記折曲係止片の屋根葺き材と接触する先端部に、コの字もしくはＶ、Ｕ字状に切り欠
いて屋根葺き材側に折ったバネ部を設けていることを特徴とする請求項１から４のいずれ
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かに記載の屋根材固定金物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、瓦状の屋根葺き材を釘止めで固定して順次重ね合わせる屋根構法において、
吹き上げる風に対して従来の釘止めで得られる以上の強度を与えることができる構造上安
全な屋根葺き材の固定に用いる金物に関するものである。 
【背景技術】
【０００２】
　瓦状の屋根葺き材を、葺き足寸法ずらして順次重ねながら、釘止めで固定する屋根構法
では、例えば、特許文献１、２の様に先端部を折り曲げて屋根葺き材の軒先側先端部を係
止する固定金物が知られている。
　特許文献１のように、金物固定穴が１箇所の固定金物（図１２）は、金物固定穴と折り
曲げ部位置との距離Ｌ１‘が葺き足寸法Ｌ１応じた長さに設定されている。
　しかし、異なる葺き足寸法Ｌ２となった場合、固定金物の寸法設定がＬ２に対応してい
ないために、図１３（ｃ）に示す様に、重ねている上側の屋根葺き材の先端と固定金物の
折り曲げ部とが干渉してしまい、屋根葺き材の軒先側先端部を係止できないという問題点
がある。
【０００３】
　更には、一つの屋根で全て同じ屋根葺き材を設置しようとすると、図１３（ｄ）に示す
ような最軒先側の屋根葺き材の先端を係止することが出来ないという問題点がある。
　また、風による屋根葺き材の脱落または飛散を防止して安全性、および、屋根葺き材が
浮き上がって雨水等が浸入することを防止して防水性を高めるためには、図１４に示す様
に、バランス的に屋根葺き材の両端近傍に１箇所づつ、即ち、１枚の屋根葺き材に対し最
低２箇所に固定金物を設置することが好ましいが、そのために材料コスト・施工手間の増
大などの不具合も生じていた。
【０００４】
【特許文献１】実開昭５０－１３０８１６号公報
【特許文献２】特開平０９－２０９５０８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記の問題点を解決して、所定の範囲内で異なる葺き足寸法の屋根葺き材を
係止でき、一つの屋根で全て同じ屋根葺き材を係止でき、さらに、少ない個数の固定金物
で屋根葺き材を係止できる屋根材固定金物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために本発明は、下記（１）～（５）の手段により達成される。
（１）上側屋根葺き材および最軒先部の屋根葺き材のそれぞれ軒先側先端部を係止するウ
ォーターチャンネルを有する屋根葺き材の固定金物であって、屋根下地材と接する脚部、
および傾斜もしくは垂直に構成された段差部を設け、下側屋根葺き材および屋根下地材に
同時に裁置固定する該固定金物の一端に折曲係止片を設け、かつ隣接する屋根葺き材のウ
ォーターチャンネルを上から押さえて固定する固定片を該固定金物の固定部の長手方向側
方に設けていることを特徴とする屋根材固定金物である。
（２）前記固定部に長手方向で複数個の釘穴或いは1個の長穴からなる金物固定穴を設け
ていることを特徴とする上記（１）に記載の屋根材固定金物である。
（３）該固定金物の長手方向側方にガイド部を設けていることを特徴とする上記（１）～
（２）のいずれかに記載の屋根材固定金物である。
（４）前記折曲係止片の折れ曲がり始点部分に凹状の切り欠き部を設けていることを特徴
とする上記（１）～（３）のいずれかに記載の屋根材固定金物。
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（５）前記折曲係止片の屋根葺き材と接触する先端部にコの字もしくはＶ、Ｕ字状に切り
欠いて屋根葺き材側に折ったバネ部を設けていることを特徴とする上記（１）～（４）の
いずれかに記載の屋根材固定金物である。
【０００７】
　上記（１）の上側屋根葺き材とは、葺き足寸法に合わせて順次重ねた上側の屋根葺き材
、また、下側屋根葺き材とは、同様に重ねた下側の屋根葺き材をいう。最軒先部の屋根葺
き材とは、勾配屋根の軒先最下部の屋根葺き材をいい、さらに、屋根下地材とは、野地板
、防水層、あるいは軒先の瓦座等、屋根葺き材の下地となる部位の部材をいう。
　前記屋根材固定金物は、例えば、板状の金属からなり、屋根下地材と接する脚部、およ
び傾斜もしくは垂直に構成された段差部が設けられ、折曲係止片の一端をウォーターチャ
ンネルを有する屋根葺き材の軒先側先端部の表面に沿って折曲して、屋根葺き材の軒先側
先端部を係止する。
　また、固定部は固定金物の略中間部に設け、下側屋根葺き材および屋根下地材に同時に
裁置して、固定金物を固定すると共に、固定金物の長手方向側方に設けた固定片により隣
接する屋根葺き材のウォーターチャンネルを上から押さえて固定する。つまり、１個の固
定金物が隣接する２個の屋根葺き材を固定する。
【０００８】
　最軒先部の屋根葺き材を支持する部材とは、例えば、軒先に平行に野地面に打ち付けて
瓦状の屋根葺き材を支持する細長い木桟（瓦座）をいう。この木桟は、下側屋根葺き材の
水上側部分と共に凸形状をなすため、前記段差部は、固定金物がこれらと干渉しないよう
にしている。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の屋根材固定金物は、一つの屋根で全て同じ規格の屋根葺き材を共通の固定金物
によって係止でき、さらに、屋根葺き材１枚に対し１個の固定金物で屋根葺き材の幅方向
両端を係止できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明の屋根材固定金物を実施するための最良の形態について、図面を参照しながら具
体的に説明する。
　図１に本発明の実施形態の固定金物の斜視図を示す。固定金物１は、固定部２、折曲係
止片３、少なくとも２個以上の釘用もしくはビス用の穴からなる金物固定穴４、隣接する
屋根葺き材ａのウォーターチャンネルを上から押さえて固定する固定片５、固定金物１を
固定したときに下地材と接し支持部となる脚部６、固定金物１を取り付ける時の位置を定
める指標として必要なガイド部７、屋根葺き材ａが自重により脱落するのを防止する屋根
葺き材重量支持片８、により構成される。
【００１１】
　次に本発明の実施形態の固定金物による屋根葺き材取付け方法の一例を述べる。
　第１工程として図２（ａ）に示す様に、まず屋根葺き材ａ―ａを設置する前に、屋根葺
き材ａ―ａの先端と略同一の位置に固定金物１－１の屋根葺き材重量支持片８をあわせて
釘もしくはビスｂで金物固定穴４を貫通して野地板ｄに固定する。
　この時、釘もしくはビスｂで固定金物１を固定するときに使用する金物固定穴４は、本
実施形態では、複数個設けられている金物固定穴４中で最も水上側の金物固定穴４ｄが用
いられる。
　また固定金物１は、瓦座と称される部材ｅと干渉しないように、金物固定穴４が設けら
れている部分２ａと、固定金物１が軒先側の屋根葺き材ａに接する凹部２ｂとの間に、傾
斜もしくは垂直な段差部２ｃを設けて構成されている。
【００１２】
　なお実際の屋根葺き工事では、例えば、けらばｆの構成は本実施形態と異なるが、本発
明の構成には含まれないので割愛してある。
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　第２工程として図２（ｂ）に示す様に、屋根葺き材ａ―ａを屋根葺き材の水上側に予め
設けてある屋根葺き材固定穴ａ－１に釘もしくはビスｂ等で固定する。この時に屋根葺き
材ａ―ａは第１工程で設置した固定金物１－１の位置と屋根葺き材ａの割付に必要な墨線
ｇ１を目安に適切な位置に設置される。
　次に、固定金物１－２に設けられているガイド部７を、屋根葺き材ａ―ａ中のウォータ
ーチャンネルａ－２の軒先側先端にあわせた後、第１工程と同様に、固定金物１－２を固
定する。
【００１３】
　この時、固定金物１－２の位置は、図２（ａ）に示されるように屋根葺き材ａの軒先側
先端からウォーターチャンネルａ－２端部までの距離ａＬと、図２（ｂ）に示されるよう
に屋根葺き材重量支持片８からガイド部７までの距離１Ｌとが、略同一の寸法となるよう
に設定されている。
　即ち、第２工程以降の固定金物１は、適切に設置された屋根葺き材ａに応じてガイド部
７をウォーターチャンネルａ－２の軒先側先端に合わせることで、簡単に第１工程時に取
付けた固定金物１－１と同様の位置に設置することが可能となる。
　またこの時、固定金物１に構成された固定片５が、屋根葺き材ａ―ａのウォーターチャ
ンネルａ－２の側辺を上から押え込む構成となっている。
【００１４】
　従って、この段階で、第１工程にて取付けた固定金物１－１の折曲係止片３と、第２工
程で取付けた固定金物１－２の固定片５により、屋根葺き材ａ－ａの軒先側先端部に対し
両端の固定部分が構成され、屋根葺き材１枚に対し固定金物１個の使用頻度となる為、材
料コスト・施工手間の削減をする事が出来る。
　第３工程として第２工程と同様、図２（ｃ）に示すように、隣接の屋根葺き材ａ－ｂお
よび固定金物１－３を設置する。この時、屋根葺き材ａ－ｂは屋根葺き材ａ－ａ同様、固
定金物１－２の折曲係止片３と固定金物１－３の固定片５により、屋根葺き材ａ－ｂの軒
先側先端部に対し両端の固定部分が構成される事となる。
【００１５】
　この工程を繰り返すことにより、最軒先部（軒先より第１列目）の屋根葺き材先端固定
を行う事により、安全性および防水性を高める目的を達成することができる。
　次に第４工程として、軒先より第２列目の屋根葺き材先端の固定方法について述べる。
　図３（ａ）に示す様に、まず第１工程同様、屋根葺き材ａ―ｄを設置する前に、屋根葺
き材ａ―ｄの軒先側先端と略同一の位置に固定金物１－４の屋根葺き材重量支持片８を合
わせて、釘もしくはビスｂで金物固定穴４を貫通して固定金物１－４を野地板に固定する
。
　この時の固定金物１－４の屋根勾配方向の位置決めとして、屋根葺き材ａ―ａの軒先側
先端と固定金物１－４の屋根葺き材重量支持片８との距離Ｌ１’は、屋根葺き材ａの葺き
足寸法ｇ１－ｇ２間の距離Ｌ１と略同一の関係から、屋根葺き材ａ－ａの先端からＬ１の
距離の位置に屋根葺き材重量支持片８を合わせることで容易に設置することが可能である
。
【００１６】
　固定金物１－４を釘もしくはビスｂで固定するときに使用する金物固定穴は、本実施形
態では、複数個設けられている金物固定穴４の内、軒先側の（第１列目に最も近い）穴４
ａを用いる。
　第５工程として、図３（ｂ）に示すように、第２工程と同様の作業、また、第６工程と
して図３（ｃ）に示すように、第３工程と同様の作業により、以降連続的に屋根全体が屋
根葺き施工される。
　第７工程として図４に示す様に、固定度を高めるために、固定金物１の折曲係止片３を
ハンマー等で打撃して、３’の状態の様に、各折曲係止片３を屋根葺き材ａの軒先側先端
部に当接させて作業が終了するが、あるいは、屋根葺き材を１枚固定するたびに、同様に
打撃して、屋根葺き材の軒先側先端部に当接させてもよい。
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【００１７】
　この時、固定金物１の構成としては、ハンマー等で打撃した時に、毎回所定の位置で折
り曲げの始点部分が形成されるよう、図１に示す様に、折曲係止片３の一部分に３ｂのよ
うな切込みを入れることが好ましい。
　次に、屋根葺き材ａの葺き足寸法がＬ１より短いＬ２の場合について説明する。
　この場合、図５に示す様に、葺き足寸法がＬ１の時に使用した固定金物１の穴４ａを使
用すると、軒先側の屋根葺き材ａ－ａ、ａ－ｂ、ａ－ｃなどと干渉するため固定すること
ができない。この問題を解決するために、本実施形態では複数個の金物固定穴４が構成さ
れ、Ｌ２の場合は図５に示す様に、穴４ｄを用いることで解決することができる。またそ
れ以外の作業はＬ１の場合と同様である。
【００１８】
　更に、Ｌ１～Ｌ２の間であれば、金物固定穴４のその他の穴４ｂ、４ｃを用いることで
、無段階に葺き足寸法Ｌに対応することが可能となる。
　本発明の実施形態のその他の構成について説明する。
　固定金物１の脚部６の下地材側端部には略Ｕ字状の形状をした６Ｕが構成されている。
これは図４に示す様に、屋根葺き材ａと野地板ｄの間に介する防水層ｃの破損を防止する
ために設けられている。
　防水層ｃは一般的には合成高分子系、アスファルト系の材質で出来たものであり、固定
金物等の角が接し、更に力が加わると容易に破損してしまい、当初の目的の一つである防
水性の向上を損ねる恐れが考えられる。本発明ではこの影響を解決するために脚部６に６
Ｕの様な丸みを帯びた部分を構成することで解決を図っている。
【００１９】
　図６に示す固定金物は屋根葺き材ａの葺き足寸法がＬ１～Ｌ２までの間で、固定金物の
設置位置を無段階に調整して固定できるように、金物固定穴４の構成を１個の長穴形状に
した他の実施形態である。
　図７は固定金物１の曲げ剛性を高めるために、固定金物１にリブ９を設けた他の実施形
態である。
　図８に示すのは、図４に示した固定金物１の折曲係止片３をハンマー等で打撃して３’
の状態にした時に、ハンマー等の打撃による屋根葺き材ａの破損防止と密着性向上の双方
の目的を達成するために、折曲係止片３の先端部にバネ効果を有するバネ部３ａを構成さ
せたものである。
【００２０】
　図９以降には、固定金物１の製造時の材料ロス削減に伴う形状について述べることとす
る。
　まず、図９（ａ）に示す固定金物１を作成するには、図９（ｂ）のような状態にて折り
曲げ前の型取りを行う。この時に図９（ｂ）に示す斜線部分は材料ロスとして廃棄されて
しまう部分である。
　また、ハンドリング部位１０は固定金物１の製造時に機械で当該品をラインで送る際に
用いるエリアであり、これも最終的には廃棄部分となってしまい、これらの部分は最終製
品のコスト高要因となってしまう。
【００２１】
　これらのコスト高要因を解消する手段として、図９（ａ）に示す部位５ａを図１０（ａ
）に示すような平坦かつ切欠き形状にすることで、図１０（ｂ）に示すように、廃棄部分
の面積を削減することが可能となる。
　更には、図１１（ａ）に示す様に、固定片５の部分を別部材として、後工程にて溶接等
で一体化する様にしてもよい。
　また、ガイド部７を凹状の切欠き形状にする事で、図１０の固定金物以上に廃棄部分の
面積を削減することも可能となる。
【産業上の利用可能性】
【００２２】
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　本発明の屋根材固定金物は、瓦状の屋根葺き材を釘止めで固定して順次重ね合わせる屋
根構法の分野で好適に利用できる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の固定金物の最良の実施形態を示す斜視図である。
【図２】本発明の固定金物を実施する際の施工方法を示す断面図と平面図であり、それぞ
れ、（ａ）は第１工程、（ｂ）は第２工程、（ｃ）は第３工程である。
【図３（ａ）】本発明の固定金物を実施する際の施工方法の第４工程を示す平面図と断面
図である。
【図３（ｂ）】本発明の固定金物を実施する際の施工方法の第５工程を示す平面図と断面
図である。
【図３（ｃ）】本発明の固定金物を実施する際の施工方法の第６工程を示す平面図と断面
図である。
【図４】本発明の固定金物を実施する際の施工方法の第７工程を示す断面図である。
【図５】本発明の固定金物を実施する際の施工方法の第５～６工程を示し、葺き足寸法が
短い場合の断面図と平面図である。
【図６】本発明の固定金物の他の実施形態（長穴設置）を示す斜視図である。
【図７】本発明の固定金物の他の実施形態（リブ設置）を示す斜視図である。
【図８】本発明の固定金物の他の実施形態（バネ部設置）を示し、それぞれ、（ａ）は斜
視図、（ｂ）は断面図である。
【図９】本発明の固定金物の実施形態とその型取りの関係を示し、（ａ）は固定金物の斜
視図、（ｂ）は型取りの平面図である。
【図１０】本発明の固定金物の他の実施形態とその型取りの関係を示し、（ａ）は固定金
物の斜視図、（ｂ）は型取りの平面図である。
【図１１】本発明の固定金物の他の実施形態とその型取りの関係を示し、（ａ）は固定金
物の斜視図、（ｂ）は型取りの平面図である。
【図１２】従来の固定金物を示す斜視図、平面図および側面図である。
【図１３】従来の固定金物の実施形態を示す断面図である。
【図１４】従来の固定金物の実施形態を示す断面図である。
【符号の説明】
【００２４】
１ ・・・・・固定金物
２ ・・・・・固定部
２ａ・・・・・穴が設けられている部分
２ｂ・・・・・凹部
２ｃ・・・・・段差部
３ ・・・・・折曲係止片
３ａ・・・・・バネ部
３ｂ・・・・・切込み
４ ・・・・・金物固定穴
５ ・・・・・固定片
６ ・・・・・脚部
７ ・・・・・ガイド部
８ ・・・・・屋根葺き材重量支持片
９ ・・・・・リブ
１０ ・・・・・ハンドリング部位
ａ ・・・・・屋根葺き材
ａ－１・・・・屋根葺き材固定穴
ａ－２・・・・ウォーターチャンネル
ｂ ・・・・・釘もしくはビス
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ｃ ・・・・・防水層
ｄ ・・・・・野地板
ｅ ・・・・・瓦座
ｆ ・・・・・けらば

【図１】 【図２】
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【図３（ａ）】 【図３（ｂ）】

【図３（ｃ）】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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【図１２】

【図１３】

【図１４】
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